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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期

 中間連結会計期間 
第26期

中間連結会計期間
第25期

会計期間
自 2025年１月１日
至 2025年６月30日

自 2026年１月１日
至 2026年６月30日

自 2025年１月１日
至 2025年12月31日

売上高 (千円) 1,770,415 2,099,737 3,625,500

経常利益 (千円) 278,163 440,426 600,695

親会社株主に帰属する

中間(当期)純利益
(千円) 186,768 287,928 418,233

中間包括利益又は包括利益 (千円) 151,720 301,443 421,150

純資産額 (千円) 3,087,958 3,682,636 3,368,001

総資産額 (千円) 4,547,210 5,767,378 5,292,716

１株当たり中間(当期)純利益金額 (円) 28.29 43.77 63.47

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益金額
(円) 28.24 43.65 63.33

自己資本比率 (％) 65.6 62.2 61.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △44,570 110,288 458,511

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △70,979 △122,945 △88,645

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △284,341 △86,969 13,659

現金及び現金同等物の

中間期末(期末)残高
(千円) 1,562,002 2,287,400 2,375,218

 

 

（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者

の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。なお、中東情勢の緊迫化・長期化に伴うインフレリスクの高まりや金融

資本市場の変動、保護主義的な通商政策、中国経済の減速等による事業への影響については、今後も注視してまい

ります。
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２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

(1) 業績の状況

当中間連結会計期間における当社グループを取り巻く事業環境は、社会基盤となったデジタル領域が浸透・拡大

し、人々の情報収集、コミュニケーション、消費行動や企業の経済活動に大きな変化が生じつつあります。特に、AI

は爆発的な進化を続けており、大規模言語モデルにおいて巨大な汎用モデルの開発が進展する一方、新たな技術も

日々出現しております。今後、AIが進化し、あらゆるデジタル分野に浸透・連携することで、デジタル社会を支える

基盤的要素となる可能性が高まっております。それに伴い、社会全体のイノベーション促進やデジタル化・DX推進を

支える基盤としてのデジタルインフラの整備・維持の重要性も高まっております（出典：総務省「令和７年版 情報通

信白書」）。

このような環境の中、当社グループは、独自に保有する基盤コア技術や業界随一の膨大なオペレーションナレッジ

をベースに、システムマネージ、クラウドマネージ、生成AI制御、IoT分野に加え、自動運転ソフトウエアにおける研

究開発・ビジネスデザイン及び各種取り組み等を、国内外において着実に進めております。

当社のシステムマネージ・クラウドマネージ・生成AI制御・IoT分野全体を包括するデータコントロール事業の売上

は、安定した完全ストック型ビジネス（サブスクリプションモデル及びリカーリングモデル）の継続課金売上と一時

的なスポット売上で構成されております。当社の現時点での主力事業であるシステムマネジメントは、中東情勢の緊

迫化・長期化に伴うインフレリスクの高まりや金融資本市場の変動、保護主義的な通商政策、中国経済の減速等の影

響を受けることなく、当中間連結会計期間においても、引き続き月額課金案件の受注獲得を推し進め、上場以来過去

最高の月額課金売上のプラス成長に着地する潮流が続いております。なお、中長期的な企業価値の向上と持続的な成

長を実現するための人的資本経営の強化にも注力し、先行投資は引き続き過去最高額となりました。

世界の産業用IoT市場は、2033年には４兆7,183億ドルへ拡大すると予測（出典：Straits Research「産業IoT市場

サイズと展望 2025-2033」）されており、当社データコントロールサービスのグローバルにおける需要も高まる中、

当社は独自開発のIoTエンジン「NEQTO」やロボット型自動運用プラットフォーム「puzzle」を軸に、あらゆる産業の

IoTシステム・デバイスやネットワークサービスを管理・制御する高度なソリューションを提供しております。当中間

連結会計期間においては、独自エージェンティックAIをベースとしたシステム運用完全自律化サービス「JIG-SAW

Lorel.ai」を2026年4月より提供開始しました。「JIG-SAW Lorel.ai」は、当社が保有する膨大なオペレーションナ

レッジと独自の複合的生成AI基盤を統合活用し、様々なシステム障害やインシデントに対して、システムの復旧・ト

ラブルの原因調査を全て自動処理するだけでなく、障害やインシデントの予兆自体をAIエージェントが自律的に予

測・検知し、自動で最適化を行うことにより、顧客のシステム運用の超省力化と超高精度化を同時に実現します。今

後はシステムメトリクスを活用した予兆検知機能の拡充や、さまざまなシステム環境や既存の各種監視ツールとの連

携を順次大幅に強化していくことで、自社でシステムの監視・運用を行うお客様を含め、より幅広いあらゆる顧客層

へのサービス拡大に取り組んでまいります。また、各種クラウドを包括管理する「JIG-SAW Prime」では、取引総額が

507,137千円（前年同期比22.3％増）増加しました。今後の高い事業成長を実現すべく、将来に向けた先行投資額は過

去最高を更新し、前年同期と比較して約138,000千円の増加となりました。

この結果、当中間連結会計期間の経営成績は、売上高2,099,737千円（前年同期比18.6％増）、営業利益437,905千

円（前年同期比59.7％増）、経常利益440,426千円（前年同期比58.3％増）、親会社株主に帰属する中間純利益

287,928千円（前年同期比54.2％増）となりました。

当社グループはデータコントロール事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しておりま

す。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

当中間連結会計期間末における流動資産は、4,214,119千円（前連結会計年度末比258,468千円増）となりまし

た。これは主に、前払費用が増加（前連結会計年度末比168,252千円増）、売掛金が増加（前連結会計年度末比

85,090千円増）したことによるものであります。

また、固定資産は、1,553,259千円（前連結会計年度末比216,194千円増）となりました。これは主に、長期前払

費用が増加（前連結会計年度末比248,148千円増）した一方で、有形固定資産が減少（前連結会計年度末比18,023千

円減）、繰延税金資産が減少（前連結会計年度末比12,996千円減）、敷金及び保証金が減少（前連結会計年度末比

10,867千円減）したことによるものであります。

以上の結果、当中間連結会計期間末における総資産は、5,767,378千円となり、前連結会計年度末に比べ474,662

千円増加いたしました。

（負債）

当中間連結会計期間末における流動負債は、1,573,842千円（前連結会計年度末比234,504千円増）となりまし

た。これは主に、買掛金が増加（前連結会計年度末比119,741千円増）、未払法人税等が増加（前連結会計年度末比

100,358千円増）したことによるものであります。

また、固定負債は、510,900千円（前連結会計年度末比74,476千円減）となりました。これは主に、長期借入金が

減少（前連結会計年度末比84,998千円減）したことによるものであります。

以上の結果、当中間連結会計期間末における負債は、2,084,742千円となり、前連結会計年度末に比べ160,028千

円増加いたしました。

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産は、3,682,636千円（前連結会計年度末比314,634千円増）となりました。

これは主に、親会社株主に帰属する中間純利益の計上に伴い利益剰余金が増加（前連結会計年度末比287,928千円

増）したことによるものであります。

 
(3) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、2,287,400千円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において営業活動により獲得した資金は、110,288千円（前年同期は44,570千円の支出）とな

りました。これは主に、税金等調整前中間純利益の計上440,426千円、仕入債務の増加119,741千円により資金が増

加した一方で、長期前払費用の増加248,148千円、前払費用の増加167,992千円により資金が減少したことによるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において投資活動により支出した資金は、122,945千円（前年同期は70,979千円の支出）とな

りました。これは主に、定期預金の預入による支出100,000千円、有形固定資産の取得による支出19,646千円により

資金が減少したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において財務活動により支出した資金は、86,969千円（前年同期は284,341千円の支出）とな

りました。これは主に、長期借入金の返済による支出84,998千円により資金が減少したことによるものでありま

す。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(5) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、90,328千円であります。

 

３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000

計 25,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年８月６日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,751,000 6,751,000
東京証券取引所
(グロース市場)

単元株式数は100株
であります。

計 6,751,000 6,751,000 ― ―
 

（注）提出日現在の発行数には、2026年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権（ストック・オプショ

ン）の権利行使により発行されたものは含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

第10回新株予約権

決議年月日  2026年５月22日

付与対象者の区分及び人数（名）  当社使用人　30

新株予約権の数（個）  208

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び
数（株）※

 普通株式　20,800 （注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※  １（注）２

新株予約権の行使期間※  自　2029年６月10日　至　2031年６月９日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）※

（注）３

新株予約権の行使の条件※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項※
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認
を要する。

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項※

（注）６
 

※発行決議日（2026年５月22日）における内容を記載しています。

（注）１.本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的である株式の数

（以下「付与株式数」という）は100株であります。ただし、当社取締役会において本新株予約権の募集を決

議する日（以下「決議日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当て

を含む。以下株式分割の記載につき同じ）又は株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整

を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率
 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときはその効力

発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用します。ただし、剰余金の額を減少し

て資本金又は準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場

合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当

該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用します。
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また、決議日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を必

要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができるものとします。

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予

約権原簿に記載された各本新株予約権を保有する者（以下「新株予約権者」という）に通知又は公告しま

す。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又

は公告します。

２.各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各本新株予約権を行使することにより交付を

受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という）を１円とし、これに付与株式数

を乗じた金額とします。

３.本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

（1）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げます。

（2）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（1）記載の資

本金等増加限度額から上記（1）に定める増加する資本金の額を減じた額とします。

４.本新株予約権の行使の条件

（1）新株予約権者は、権利行使時において、当社又は当社子会社の取締役、監査役、執行役員又は使用人の

いずれかの地位にあることを要します。

（2）新株予約権者は、上記表の「新株予約権の行使期間」の期間内において、以下に定める場合（ただし、

下記（注）６に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換

契約若しくは株式移転計画において定められている場合を除く）には、以下に定める期間内に限り本新

株予約権を行使することができるものとします。

当社が消滅会社となる合併契約承認の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転

計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社取締役会決議が

なされた場合）当該承認日の翌日から15日間、本新株予約権を行使することができるものとします。

（3）新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は、本新株予約権を行使することができないもの

とします。

（4）新株予約権者が本新株予約権を放棄した場合には、当該本新株予約権を行使することができないものと

します。

（5）新株予約権者が上記表の「新株予約権の行使期間」に定める期間の開始日の前日までに、当社又は当社

の子会社のいずれかの会社における人事考課を踏まえた当社の代表取締役の判断に基づき、当社が定め

る個数の本新株予約権の行使を認めない旨の通知を当社より受領した場合には、当該本新株予約権を行

使することができないものとします。

５.本新株予約権の取得条項

以下の（1）から（7）のいずれかの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場

合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は無償で本新株予約

権を取得することができるものとします。

（1）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

（2）当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

（3）当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

（4）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することに

ついての定めを設ける定款の変更承認の議案

（5）本新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承

認を要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得するこ

とについての定めを設ける定款の変更承認の議案

（6）本新株予約権の目的である種類の株式についての株式併合（当該種類の株式に係る単元株式数を定款に
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定めている場合にあっては、当該単元株式数に株式併合の割合を乗じて得た数に1に満たない端数が生ず

るものに限る。）の承認の議案

（7）特別支配株主による株式売渡請求の承認の議案

６.組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る）又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）

（以上を総称して以下「組織再編行為」という）をする場合には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併に

つき吸収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸

収分割がその効力を生じる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換

がその効力を生じる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前に

おいて残存する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対し、それぞれ

の場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という）

の新株予約権をそれぞれ交付することとします。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を

交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計

画において定めることを条件とします。

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付します。

（2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

（3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１に準じて決定します。

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使価額に

上記（3）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とします。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることがで

きる再編対象会社の株式１株当たり１円とします。

（5）新株予約権を行使することができる期間

上記表の「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再

編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記表の「新株予約権の行使期間」に定める本新株予

約権を行使することができる期間の満了日までとします。

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記（注）３に準じて決定します。

（7）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要します。

（8）新株予約権の取得条項

上記（注）５に準じて決定します。

（9）その他の新株予約権の行使の条件

上記（注）４に準じて決定します。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年６月30日 ― 6,751,000 ― 351,107 ― 328,037
 

 
(5) 【大株主の状況】

2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

UNION BANCAIRE PRIVEE
（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行）

RUE DU RHONE 96-98 1211 GENEVA 1
（東京都千代田区丸の内１丁目４番５号）

1,098,000 16.69

山川　真考 東京都港区 905,000 13.75

DEUTSCHE BANK AG, SINGAPORE A/C
CLIENTS （TREATY）
（常任代理人　株式会社みずほ銀行）

ONE RAFFLES QUAY, 16TH FLOOR, SOUTH
TOWER, SINGAPORE 048583
（東京都港区港南２丁目15番１号）

451,000 6.85

斉藤　誠 東京都港区 330,000 5.02

田中　龍平 福岡県北九州市小倉北区 310,000 4.71

DAIWA CM SINGAPORE LTD （TRUST A/C）
（常任代理人　大和証券株式会社）

7 STRAITS VIEW MARINA ONE EAST TOWER,
#16-05 AND #16-06 SINGAPORE 018936
（東京都千代田区丸の内１丁目９番１号）

204,700 3.11

PBG CLIENTS SG
（常任代理人　シティバンク、エヌ・エ
イ）

300 TAMPINES AVE 5, #07-00, TAMPINES
JUNCTION SINGAPORE 529653
（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

130,400 1.98

水谷　量材 兵庫県淡路市 113,300 1.72

斉藤　享子 東京都港区 96,000 1.46

BANK JULIUS BAER AND CO. LTD.
SINGAPORE CLIENTS
（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行）

7 STRAITS VIEW, 28-01 MARINA ONE EAST
TOWER SINGAPORE 018936
（東京都千代田区丸の内１丁目４番５号）

92,500 1.41

計 ― 3,730,900 56.70
 

（注）当社は、自己株式171,337株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、発行済株式の総数

に対する所有株式数の割合は自己株式を控除し、小数点以下第三位を四捨五入して算出しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 171,300
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,566,600
 

65,666 ―

単元未満株式 普通株式 13,100
 

― ―

発行済株式総数 6,751,000 ― ―

総株主の議決権 ― 65,666 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式37株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2026年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 
JIG-SAW株式会社
 

北海道札幌市北区
北八条西三丁目32番

171,300 ― 171,300 2.54

計 ― 171,300 ― 171,300 2.54
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)

に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月30

日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,380,933 2,393,107

  売掛金 1,386,587 1,471,677

  前払費用 171,174 339,426

  その他 24,821 10,067

  貸倒引当金 △7,865 △160

  流動資産合計 3,955,651 4,214,119

 固定資産   

  有形固定資産 412,266 394,242

  無形固定資産 43,032 42,331

  投資その他の資産   

   投資有価証券 218,876 229,541

   敷金及び保証金 450,806 439,939

   長期前払費用 19,769 267,918

   繰延税金資産 146,471 133,475

   その他 46,380 46,350

   貸倒引当金 △540 △540

   投資その他の資産合計 881,765 1,116,685

  固定資産合計 1,337,064 1,553,259

 資産合計 5,292,716 5,767,378

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 831,819 951,561

  1年内返済予定の長期借入金 169,996 169,996

  未払金 173,312 156,288

  未払法人税等 51,260 151,619

  その他 112,949 144,377

  流動負債合計 1,339,337 1,573,842

 固定負債   

  長期借入金 530,010 445,012

  その他 55,366 65,888

  固定負債合計 585,376 510,900

 負債合計 1,924,714 2,084,742

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 351,107 351,107

  資本剰余金 317,237 335,084

  利益剰余金 3,169,859 3,457,787

  自己株式 △709,327 △695,923

  株主資本合計 3,128,876 3,448,055

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 31,593 35,852

  為替換算調整勘定 95,534 104,789

  その他の包括利益累計額合計 127,127 140,642

 新株予約権 111,997 93,938

 純資産合計 3,368,001 3,682,636

負債純資産合計 5,292,716 5,767,378
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
　至 2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年１月１日
　至 2026年６月30日)

売上高 1,770,415 2,099,737

売上原価 536,158 611,403

売上総利益 1,234,257 1,488,333

販売費及び一般管理費 ※  959,987 ※  1,050,428

営業利益 274,269 437,905

営業外収益   

 受取利息 683 1,462

 受取配当金 2,866 2,560

 受取手数料 517 645

 投資有価証券売却益 3,172 ―

 持分法による投資利益 1,681 2,296

 その他 117 548

 営業外収益合計 9,037 7,513

営業外費用   

 支払利息 2,073 4,937

 為替差損 2,007 ―

 自己株式取得費用 1,062 ―

 その他 0 55

 営業外費用合計 5,144 4,992

経常利益 278,163 440,426

税金等調整前中間純利益 278,163 440,426

法人税、住民税及び事業税 44,345 141,370

法人税等調整額 47,049 11,127

法人税等合計 91,394 152,497

中間純利益 186,768 287,928

親会社株主に帰属する中間純利益 186,768 287,928
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
　至 2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年１月１日
　至 2026年６月30日)

中間純利益 186,768 287,928

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △9,830 4,259

 為替換算調整勘定 △25,216 9,255

 その他の包括利益合計 △35,047 13,514

中間包括利益 151,720 301,443

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 151,720 301,443

 非支配株主に係る中間包括利益 ― ―
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
　至 2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年１月１日
　至 2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 278,163 440,426

 減価償却費 43,592 40,160

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △414 △7,704

 受取利息及び受取配当金 △3,549 △4,022

 支払利息 2,073 4,937

 売上債権の増減額（△は増加） △26,920 △85,077

 仕入債務の増減額（△は減少） 5,127 119,741

 前払費用の増減額（△は増加） △202,589 △167,992

 長期前払費用の増減額（△は増加） △4,202 △248,148

 その他 △14,581 56,181

 小計 76,698 148,501

 利息及び配当金の受取額 683 1,462

 利息の支払額 △2,099 △5,177

 法人税等の支払額 △119,853 △34,497

 営業活動によるキャッシュ・フロー △44,570 110,288

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 ― △100,000

 有形固定資産の取得による支出 △209,905 △19,646

 無形固定資産の取得による支出 △5,029 △3,499

 敷金及び保証金の回収による収入 140,783 200

 その他 3,172 ―

 投資活動によるキャッシュ・フロー △70,979 △122,945

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △49,998 △84,998

 自己株式の取得による支出 △232,571 ―

 その他 △1,771 △1,971

 財務活動によるキャッシュ・フロー △284,341 △86,969

現金及び現金同等物に係る換算差額 △25,376 11,808

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △425,266 △87,818

現金及び現金同等物の期首残高 1,987,268 2,375,218

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  1,562,002 ※  2,287,400
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【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

　　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
　至 2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
　至 2026年６月30日）

給料手当 252,231千円 284,569千円
 

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

　
前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
　　至 2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
　　至 2026年６月30日）

現金及び預金 1,567,286千円 2,393,107千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△5,284千円 △105,707千円

現金及び現金同等物 1,562,002千円 2,287,400千円
 

 

（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 
２．株主資本の著しい変動

当中間連結会計期間において、2025年２月12日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得により、自己株式が

231,508千円増加しております。

これらの結果等により、当中間連結会計期間末において、自己株式が709,988千円となっております。

 
当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 
２．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、データコントロール事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

（単位：千円）

 データコントロール事業

サブスクリプション・リカーリング 1,644,117

その他 126,297

顧客との契約から生じる収益 1,770,415

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 1,770,415
 

(注) １．サブスクリプション・リカーリングには、主にシステムマネジメント及びライセンスなどの月額課金サービ

スが含まれます。

２．その他には、主に顧客サーバ自動構築や「puzzle」導入・設定等に係る初期費用・特定の販売インセンティ

ブなどが含まれます。

 
当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

（単位：千円）

 データコントロール事業

サブスクリプション・リカーリング 1,951,093

その他 148,643

顧客との契約から生じる収益 2,099,737

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 2,099,737
 

(注) １．サブスクリプション・リカーリングには、主にシステムマネジメント及びライセンスなどの月額課金サービ

スが含まれます。

２．その他には、主に顧客サーバ自動構築や「puzzle」導入・設定等に係る初期費用・特定の販売インセンティ

ブなどが含まれます。

３．前中間連結会計期間において「サブスクリプション・リカーリング」に含めていたインセンティブ収入につ

いては、当社の取引実態の明瞭性を高めるため売上管理区分の見直しを行い、当中間連結会計期間より「そ

の他」に含めて表示する方法に変更しております。

この変更に伴い、前中間連結会計期間の顧客との契約から生じる収益を分解した情報も変更後の区分で記載

しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
　至 2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
　至 2026年６月30日）

（１）１株当たり中間純利益金額(円) 28.29 43.77

(算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する中間純利益金額(千円) 186,768 287,928

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
　中間純利益金額(千円)

186,768 287,928

 普通株式の期中平均株式数(株) 6,602,605 6,577,663

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額(円) 28.24 43.65

(算定上の基礎)   

　親会社株主に帰属する中間純利益調整額(千円) ― ―

　普通株式増加数(株) 11,395 18,860

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連
結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年８月６日

JIG-SAW株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 東 京 事 務 所
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 切　　替　　丈　　晴  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 村　　上　　智　　昭  

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているJIG-SAW株式会

社の2026年１月１日から2026年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、JIG-SAW株式会社及び連結子会社の2026年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
　

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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